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研究成果の概要（和文）：  近隣環境を活用した身体活動促進戦略の有効性を介入研究で検証した。介入内容
は、近隣環境を活用したウォーキングマップの全戸配付と歩こう会の開催（各21回実施）、普及啓発ポスターの
作成（2回実施）である。評価は介入前後に質問紙調査を行い身体活動量、運動習慣、近隣環境の認知などを把
握した。
  結果、介入地区の身体活動量、運動習慣に有意な変化は認められなかったが、運動実施者を見かける割合は有
意に高まった。 

研究成果の概要（英文）：This study evaluated a community-based physical activity (PA) intervention 
using neighboring environmental data from Geographic Information System. The study was a 
non-randomized controlled. All residents aged 65-84 years living in an intervention and control 
sites were invited to participate. This intervention was conducted from 2015 to 2018, comprised 
information of walking map, meeting, and promotion poster. The main outcomes were the change in PA 
and exercise habits, which were assessed using a self-questionnaire. The number of participants was 
849 at baseline and 852 at follow-up. The response rate ranged from 37% to 48%. The median time 
spent in PA and exercise habits did not differ between baseline and follow-up both in the 
intervention and control sites. However, participants in the intervention site reported observing 
more neighbors doing exercise locally at follow-up, which was not observed in the control site.

研究分野： 応用健康科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 健康日本 21（第一次）の評価の結果、身体活
動・運動の目標である「日常生活における歩数
の増加（成人、高齢者）」は D 評価（悪化してい
る）であった。日本は、機械化、自働化が急速に
進み、身体活動・運動不足の解消は容易ではな
い。D 評価の結果から、2013 年度に公表された
健康日本 21（第二次）では「日常生活における
歩数の増加」「運動習慣者の割合の増加」に加
え「住民が運動しやすいまちづくり・環境整備に
取り組む自治体数の増加」が、目標項目に掲げ
られた。まちづくりや環境整備が目標項目に掲
げられた点は、これまでの個人の意識、意欲を
中心に期待した身体活動（以下、運動も含む）
の実践、行動変容が限界を示し、住民が身体活
動を行いやすいまちづくり・環境整備などの近
隣環境を考慮した集団戦略による自治体の積
極的な取り組みが今以上に必要であると認識さ
れたとも考えられる。 
 しかし、地域において身体活動促進のための
集団戦略に関する研究は、国内では殆ど行わ
れていない状況である。そこで、我々は研究が
遅れている地域における身体活動促進の集団
戦略の開発を進めてきた。その結果、仕組みづ
くりとしてインセンティブ制度、組織づくりとして健
康づくりコーディネーターの人材養成といった身
体活動促進の集団戦略の組み合わせが、有効
である可能性を示唆した。しかし、その効果は期
待していた成果よりも低い状況であった。このよ
うな結果となった要因を、自治体職員、住民、研
究者で改めて議論した結果、近隣環境にある社
会的資源を最大限に活用して、身体活動の促
進を図ること、ターゲットの層を絞ることが重要で
あると一致した意見となった。 

実際、先行研究では、人々の身体活動を規
定する要因の人口統計学的要因（年齢、性別
等）や心理学的要因（転倒恐怖、自己効力感
等）などに加えて、物理的・社会的要因の影響
を注目している。この物理的・社会的要因は、近
隣環境でもあり、3 つの視点での測定が可能とし
ている。具体的には、インタビューや質問紙調
査から住民自身の評価を測る「知覚・自己申告
による環境測度」、専門の調査員が系統的な観
察を行う「観察に基づく測 度 ( 現 地 調 査 ) 」 、
GIS(地理情報システム)上で処理・分析されるよ
うな既存の空間データを用いる「GIS に基づく測
度」である。この 3 つの測定を組み合わせて、近
隣環境を把握し、身体活動の多寡との関連を示
す研究は欧米を中心に数多く行われている。日
本においても、研究の数は少ないものの身体活
動の多寡に関連する近隣環境を探索的に把握
する研究は認められる。 

一方、近隣環境を把握し、身体活動との関連
要因を明らかとしても、地域の身体活動の促進
は図れない。地域において身体活動の促進を
図るには、近隣環境を具体的に活用する有効な
仕組みづくりや組織づくりについて研究を進め
る必要がある。 
２．研究の目的 
以上の諸点を踏まえて、本研究では地域在

住高齢者を対象に、近隣環境を活用した身体
活動促進戦略を開発するとともに、介入研究
により、その効果を検証した。 
３．研究の方法 
本研究のデザインは、非無作為化比較対照

試験である。 
(1) 対象地域 
 本研究の対象地域は神奈川県大磯町であ
る。大磯町は神奈川県の中央部に位置し、人
口は 2016 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳に
よると 31,487 人（男性：15,366 人、女性：
16,121 人）で 65 歳以上の人口は 10,047 人
（男性：4,547 人、女性：5,494 人）である。 
大磯町は 24 地区に分かれているが、その

中から介入地区（国府新宿）と対照地区（東
町・高麗）を選定した。介入地区、対照地区
の選定は、大磯町職員、研究者で協議し、町
の両端に位置付く地区とした。介入地区では、
従来の地域保健事業に加え、近隣環境を積極
的に活用した身体活動促進戦略を実施した。
対照地区では従来の地域保健事業が実施さ
れた。 
(2) 近隣環境を活用した身体活動促進戦略
の概要 
 介入地区での近隣環境を活用した身体活
動促進戦略として、介入地区の住民に近隣環
境を再認識させるため①介入地区内のウォ
ーキングコースを組み込んだチラシの全戸
配布（合計 21 回）と、②実際に近隣環境を
歩くための歩こう会（合計 21 回）を月 1 回
実施した。加えて③介入地区の住民によるポ
スター制作と掲示（合計 2 回）を実施した。 
①チラシの全戸配布 
身体活動の増加や運動習慣の獲得には、身

体活動・運動の恩恵を理解することや近隣環
境において運動ができる場所を認知するこ
とが挙げられている。チラシには、近隣環境
を活用したウォーキングコースを提案する
と共に、身体活動を増やすことに繋がる情報
を盛り込んだ内容とした。 
ウォーキングコースの提案では、運動の実

施場所（公園や広場など）やトレイの場所、
緊急避難場所の提示や坂の有無や景観が良
い場所などの情報を組み込んだ。さらに、誰
でも気軽に歩けるよう 10～15 分程度のコー
スとし、地元住民から得られた情報も加え作
成した。これらのウォーキングコースは GIS
ソフトを用いて作成した。一方、身体活動を
増やすことに繋がる情報では、身体活動の重
要性やストレッチ、熱中症予防などの内容や
ウォーキングのワンポイントアドバイスの
コラムを記載した。 
②歩こう会 
2 つ目の取り組みとして、作成したウォー

キングコースを用いた歩こう会を開催し、介
入地区を月に１回、住民と研究者らが歩いた。
歩こう会の実施により身体活動と関連があ
るとされる運動実践者の目撃頻度を高める
ことへ繋げた。歩こう会は１回あたり１時間
半開催しているが、実際のウォーキング時間



は 20～30 分である。その理由として運動習
慣がない人や低体力者に対しても気軽に参
加してもらうため、あえて短い時間を設定し
た。さらにウォーキングの他にチラシの補足
説明やアイスブレイクを通じた参加者との
交流なども行い、チラシの認知度を上げるこ
とや参加者同士のつながりを増やすことも
目指した。また、毎月の歩こう会終了後には、
地区住民（区長や協力者など）、大磯町役場、
研究者らと、今後の取り組みなどについて、
話し合う場を設けるようにした。 
③介入地区でのポスター作成と掲示 
歩こう会に参加した住民を 5 グループ（1

グループあたり 3、4 名）に分け、介入地区
の住民の身体活動を高めるような情報やメ
ッセージおよび歩こう会への参加を促すよ
うなメッセージを盛り込んだポスター作成
を指示した。作成したポスターは歩こう会の
参加者からの提案で、介入地区で開催される
文化祭にて掲示を行うことになった。その後
のポスター掲示場所などは、GIS ソフトを活
用し、最適な場所（人口密度が高い地区や、
ターゲットとなる高齢者が多く住む場所な
ど）を伝え掲示を求めた。 
(3) 効果評価の調査方法 
介入地区、対照地区の身体活動状況などを

把握するため 2016 年 2 月に、両地区に在住
する 65 歳以上 85 歳未満の者、全員に無記名
の自記式調査票を郵送法で実施した（介入地
区 855 人、対照地区 1,092 人、合計 1,947 名：
介入前調査）。介入後調査は 2018 年 2月に同
様の方法にて実施した（介入地区 849 人、対
照地区 1,120 人、合計 1,969 人）。調査期間
は約 1ヶ月間で、同封した返信用封筒にて調
査票を回収した。 
結果、最終的に回答が得られた調査協力者

は、介入地区の介入前調査では 365 人（回収
率 43％）、介入後調査では 315 人（回収率
37％）であった。また、対照地区は、介入前
調査では 484 人（回収率 44％）、介入後調査
では 537 人（回収率 48％）であった。 
(4) 効果評価の調査項目 
①基本属性と健康・介護状態 
基本属性は、性、年齢、最終卒業学校、同

居家族の有無、就業状況、健康・介護状態は、
主観的健康感、自記式の身長と体重、介護認
定の状況を調査項目とした。 
②身体活動量（本研究の主要評価項目 1） 
 身体活動の把握は、国際標準化身体活動質
問 紙 の 日 本 語 版 尺 度 の 短 縮 版
（ International Physical Activity 
Questionnaire-Short From：IPAQ ショート）
を用いた。本尺度は、日常生活での平均的な
一週間で、歩行、中強度および高強度の身体
活動を行っている日数および時間（全9項目）、
一日あたりの身体不活動時間（全 1項目）で
構成されている。歩行、中強度、高強度の身
体活動は、それぞれ 3.3Mets、4Mets、8Mets
の運動強とし、一週間当たりの Mets・時／週
を計算することが可能である。 

③運動習慣（本研究の主要評価項目 2） 
 運動習慣の把握は運動行動変容ステージ
を用いた。本尺度の回答は「1：現在、運動
をしていないし、これから先も実行するつも
りもない。2：現在、運動をしていないが、
近い将来（1 カ月以内）に始めようと思って
いる。3：現在、定期的な運動をしている（始
めて 1カ月未満）。4：現在、定期的な運動を
している（始めて 1 カ月～6 カ月未満）。5：
現在、定期的な運動をしている（始めて 6カ
月～1 年未満）。6：現在、定期的な運動をし
ている（始めて 1年以上）」であった。 
④近隣環境 
 本研究では近隣環境の再認知を促すこと
で、地域住民の身体活動の促進を図った。近
隣環境については、対象者の自宅周辺の環境
を評価する尺度として、国際標準化身体活動
質問紙環境尺度の日本語版（IPAQ-E：
International Physical Activity 
Questionnaire Environmental Model）を用
いた。この質問紙は対象者の自宅周辺（自宅
から歩いて 10〜15 分の範囲）の環境（住居
密度、近所のスーパーや商店、近所のバス停
•駅、近所の歩道、近所の自転車道、近所の
運動場所、近所の安全性（犯罪及び夜間）、
近所の歩行のための安全性、近所で運動実施
者を見かけること、近所の景観、十字路•交
差点、歩行のための歩道の整備、自転車のた
めの道路整備、近所の安全性（犯罪及び昼間）、
公共施設を把握した。住居密度は、「あなた
の近所の住居は主にどのようなタイプのも
のですか」という質問に対し、「1：一戸建て」
「2：2〜3 階建てのアパート」「3：一戸建て
と 2〜3 階建てのアパートが混じっている」
「4：4〜12 階建てのマンション」「5：13 階
建て以上のマンション」の中から 1つ選ぶも
のである。その他の問題については、近所の
環境にそれぞれの問で対象者の居住する地
域に当てはまるのかを「1：全く当てはまら
ない」「2：やや当てはまらない」「3：当ては
まる」「4：非常に当てはまる」で選ぶ形式と
した。 
(5) 統計解析 
 統計解析は、調査協力者から解析項目に欠
損値のある者を除き分析した．主要評価であ
る身体活動は、IPAQ から得られた介入前後の
身体活動量を介入地区と対照地区で、それぞ
れの平均値および、高強度、中強度、歩行別
の平均値について、Mann-Whitney's U test
で比較した。また、運動習慣、近隣環境につ
いては、χ2検定を施した。統計学的有意水準
は 5％以とした。 
(6) 倫理的配慮 
本研究は東海大学「人を対象とする研究」

に関する倫理委員会にて審査及び承認後に
実施した（審査番号：15122、17110）。 
４．研究成果 
本研究の主要評価項目である身体活動量

の平均値は、介入地区（介入前 50.1±
67.2Mets・時/週、介入後 45.9±64.0 Mets・



時/週）、対照地区（介入前 47.7±77.3 Mets・
時/週、介入後 49.1±75.4 Mets・時/週）と
もに有意差は認められなかった。また、高強
度、中強度、歩行別の身体活動量の平均値も、
介入地区、対照地区ともに介入前後で有意差
は認められなかった。 
次に運動習慣であるが、6 つの行動変容ス

テージで別で介入地区、対照地区の介入前後
の割合を比較したが、有意差は認められなか
った。また、実行期以上をまとめて運動習慣
有として介入前と介入後を、介入地区（介入
前 53.3%、介入後 55.6%）、対照地区（56.3%、
60.1%）で比較したが有意差は認められなか
った。 
本研究では地域在住高齢者を対象に、近隣

環境を活用した身体活動促進戦略を実施し
たが、主要評価項目で有意な効果は認められ
なかった。本研究では、介入地区の近隣環境
について、情報提供を主体的行ったが、弱い
介入であった可能性がある。集団戦略におい
ては、様々な角度、様々な視点からのマルチ
レベルのより強い介入が必要かもしれない
ため、さらなる工夫が必要であると考えられ
る。 
一方、近隣環境の意識であるが、近隣環境

は物理的な側面が強く、簡単に変更すること
は不可能である。しかし、その中で、介入地
区のみ「近所で運動実施者を見かけること」
が、「あてはまる」介入前 69.8％から介入後
78.1％と約 10 ポイント向上し、有意差が認
められた。「近所で運動実施者を見かけるこ
と」は、身体活動を高めることも報告されて
いる。本研究では、運動の内容まで把握して
いないため、明らかなことはいえないが、歩
こう会の活動も、地域で運動実施者を見かけ
ることに貢献している可能性がある。 
なお、介入地区では、介入内容に参加して

いた住民から介入内容を継続していきたい
との声があり、介入修了後にも、住民主体で
自発的に継続が進められることになった。特
に、地区自治会の区長や副区長、OB・OG の区
長や副区長、地区のスポーツ推進委員が中心
的な役割を担う形で、歩こう会の会則等の準
備の検討がなされ、既に数回実施されている。
チラシに関しても、全戸配付ではないが、地
区内回覧を通じて継続して住民が作成して
進めていく形となっている。これらの活動に
繋がった点は、地域住民が自ら健康づくり、
介護予防を進めるといった点では大変意義
があると思われる。健康づくりの成果は短期
間では難しい可能性があるため、今の活動が
継続することで、本研究期間内で得られなか
った成果が認められる可能性もある。 
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